
1

障害者自立支援法における
就労支援と障害福祉計画

厚生労働省社会・援護局
障害保健福祉部

２００６年４月２６日



2 障害者がその能力や適性に応じて、より力を発揮できる社会へ

働く意欲や能力のある障害者の就労支援働く意欲や能力のある障害者の就労支援

○ 福祉施設利用者や養護学校卒業者に対し、一般
就労に向けた支援を行う「就労移行支援事業」を創
設

○ 障害福祉計画において、就労関係の数値目標を
設定

○ 定員要件を緩和し、離職者の再チャレンジや地域
生活の移行に対応

【障害者自立支援法による改革】

○ 支援を受けながら働く「就労継続支援事業」に目標
工賃を設定し、達成した場合に評価する仕組みを導
入

○ 福祉・労働・教育等の関係機関が地域において障
害者就労支援ネットワークを構築し、障害者の適
性に合った就職の斡旋等を実施

○ 施設を出て就職した者の割合が少ない。
（施設利用者の1％）

○ 授産施設の工賃が低い（平均月額15,000円）。

○ 離職した場合の再チャレンジの受け皿がなく、就職
を躊躇する傾向がある。

【福祉分野における課題】

○ 養護学校卒業者のうち、約6割が福祉施設へ入所
しており、就職者は約2割にとどまっている。

○ 雇用施策、教育施策との連携が不十分
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家族の一般就労への移行についての考え方消極的

積極的

社会就労センター調べ（平成１２年）

しかし実際に就職のために施設を出た人は年間１％程度

養護学校の卒業者（１２，０００人）の半数以上（５５％）が福祉施設へ

一般就労への本人と家族の希望等一般就労への本人と家族の希望等
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※ 授産施設（身体・知的・精神の入所及び通所）の月額工賃（平成14年社会就労センター協議会調べ）を時間給に換算したもの

円

最低賃金（668円）
（月額約75,000円）

授産施設の工賃分布（時給換算）授産施設の工賃分布（時給換算）

授産施設平均工賃（139円）
（月額約15,000円）
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障害者施策を３障害一元化障害者施策を３障害一元化

就労支援の抜本的強化就労支援の抜本的強化

安定的な財源の確保安定的な財源の確保

・養護学校卒業者の５５％は福祉施設に入所

・就労を理由とする施設退所者はわずか１％

・新規利用者は急増する見込み

・不確実な国の費用負担の仕組み

利用者本位のサービス体系に再編利用者本位のサービス体系に再編

・ 障害種別ごとに複雑な施設・事業体系

・ 入所期間の長期化などにより、本来の施設目的
と利用者の実態とが乖離

自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に

支給決定の透明化、明確化支給決定の透明化、明確化

・全国共通の利用ルール（支援の必要度を判定す

る客観的基準）がない

・支給決定のプロセスが不透明

法律よる改革

現状

現状

現状

現状

・ ３障害（身体、知的、精神）ばらばらの制度体系

（精神障害者は支援費制度の対象外）

・実施主体は都道府県、市町村に二分化

現状
○３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に

○市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれをバックアッ
プ

○３３種類に分かれた施設体系を６つの事業に再編。 あわ
せて、「地域生活支援」「就労支援」のための事業や重度の障
害者を対象としたサービスを創設

○規制緩和を進め既存の社会資源を活用

○新たな就労支援事業を創設
○雇用施策との連携を強化

○支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）を導
入

○審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化

○国の費用負担の責任を強化（費用の１／２を負担）
○利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組みに

障害者自立支援法のポイント障害者自立支援法のポイント
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利用者本位のサービス体系へ再編利用者本位のサービス体系へ再編

○ 障害者の状態やニーズに応じた適切な支援が効率的に行われるよう、障害種別ごとに分立した
３３種類の既存施設・事業体系を、６つの日中活動に再編。

・ 「地域生活支援」、「就労支援」といった新たな課題に対応するため、新しい事業を制度化。

・ ２４時間を通じた施設での生活から、地域と交わる暮らしへ（日中活動の場と生活の場の分離。）。

・ 入所期間の長期化など、本来の施設機能と利用者の実態の乖離を解消。このため、１人１人の利用者に対し、身

近なところで効果的・効率的にサービスを提供できる仕組みを構築。

○ 障害者の状態やニーズに応じた適切な支援が効率的に行われるよう、障害種別ごとに分立した
３３種類の既存施設・事業体系を、６つの日中活動に再編。

・ 「地域生活支援」、「就労支援」といった新たな課題に対応するため、新しい事業を制度化。

・ ２４時間を通じた施設での生活から、地域と交わる暮らしへ（日中活動の場と生活の場の分離。）。

・ 入所期間の長期化など、本来の施設機能と利用者の実態の乖離を解消。このため、１人１人の利用者に対し、身

近なところで効果的・効率的にサービスを提供できる仕組みを構築。

① 療養介護

② 生活介護

③ 自立訓練

④ 就労移行支援

⑤ 就労継続支援

⑥ 地域活動支援センター

以下から一又は複数の事業を選択

身 体 障 害 者 療 護 施 設

更 生 施 設 （ 身 体 ・ 知 的 ）

＜現 行＞ ＜見直し後＞

居住支援日中活動

授 産 施 設 （ 身 体 ・ 知 的 ・ 精 神 ）

施設への入所

又は

居住支援サービス

ケアホーム、グループ

ホーム、福祉ホーム

精 神 障 害 者 生 活 訓 練 施 設

小 規 模 授 産 施 設 （ 身 体 ･ 知 的 ･ 精 神 ）

福 祉 工 場 （ 身 体 ・ 知 的 ・ 精 神 ）

障 害 者 デ イ サ ー ビ ス

新
体
系
へ
移
行
（
※
）

新
体
系
へ
移
行
（
※
）

精神障害者地域生活支援センター

（ デ イ サ ー ビ ス 部 分 ）

重 症 心 身 障 害 児 施 設

（ 年 齢 超 過 児 ）

進 行 性 筋 萎 縮 症 療 養 等 給 付 事 業

※ 概ね５年程度の経過措置期間内に移行。
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一般企業
（特例子会社等）

障害者の就労支援と各事業の関係障害者の就労支援と各事業の関係

雇

用

福

祉

低 高

（
就

労

の
形

態

）

工賃（賃金）の額（
日
常
生
活
訓
練
等
）

自立訓練
（機能訓練）
（生活訓練）

就労継続支援
（非雇用型）

就労継続支援
（雇用型）就労移行支援
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○ 一般就労等への移行に向けて、事業所内や企業における作業や実
習、適性に合った職場探し、就労後の職場定着のための支援等を実施。

○ 通所によるサービスを原則としつつ、個別支援計画の進捗状況に応
じ、職場訪問等によるサービスを組み合わせ。

○ 利用者ごとに、標準期間（24ヶ月）内で利用期間を設定。

○ 一般就労等への移行に向けて、事業所内や企業における作業や実
習、適性に合った職場探し、就労後の職場定着のための支援等を実施。

○ 通所によるサービスを原則としつつ、個別支援計画の進捗状況に応
じ、職場訪問等によるサービスを組み合わせ。

○ 利用者ごとに、標準期間（24ヶ月）内で利用期間を設定。

【利用者】

【サービス内容等】

① 企業等への就労を希望する者
② 技術を習得し、在宅で就労・起業を希望する者

【報酬単価（案）】

○ サービス管理責任者

○ 職業指導員 等

→ ６：１以上

○ 就労支援員

→ １５：１以上

【人員配置】

○ 736単位 （定員４０人以下）○ 736単位 （定員４０人以下）

就労移行支援事業就労移行支援事業

○ 一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性に合った職場への就労等が見込まれる
者（６５歳未満の者）

＋

・ 就労移行支援体制加算：26単位
→ 一般就労等へ移行した後、継続して6ヶ月以上就労してい

る者が、定員の2割以上いる場合

・ 精神障害者退院支援施設加算（経過措置）：
115単位又は180単位
→ 精神科病院病棟の病床減少を伴う形で設置した施設等に

おいて、退院患者に対し、居住の場を提供した場合
・ 標準利用期間超過減算：基本単位数の95％ 等

→ 事業者単位の平均利用期間が標準利用期間を6ヶ月以上

超える場合

・ 就労移行支援体制加算：26単位
→ 一般就労等へ移行した後、継続して6ヶ月以上就労してい

る者が、定員の2割以上いる場合

・ 精神障害者退院支援施設加算（経過措置）：
115単位又は180単位
→ 精神科病院病棟の病床減少を伴う形で設置した施設等に

おいて、退院患者に対し、居住の場を提供した場合
・ 標準利用期間超過減算：基本単位数の95％ 等

→ 事業者単位の平均利用期間が標準利用期間を6ヶ月以上

超える場合

（主な加算等（1日につき））
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就労移行支援事業と労働施策の連携就労移行支援事業と労働施策の連携

【障害者就業・生活支援センター等】

養護学校
卒業生

離職者

在宅者

○基礎体力向上

○集中力、持続
力等の習得

○適性や課題の
把握

等

○職業習慣の確立

○マナー、挨拶、身なり等の習得
等

○施設外授産

○職場見学・
実習

○求職活動

○職場開拓

○トライアル雇用 等

再チャレンジ

職場定着期
訪問期

（フォロー期）
通所後期

（マッチング期）
通所中期

（実践的訓練期）
通所前期

（基礎訓練期） 就職
就職後
6か月

【企 業】

【ハローワーク】
【地域障害者職業センター】

○専門的支援
（ジョブコーチ支援等）

就労移行支援事業

就職後の
継続支援

離職の
場合

○就労移行支援体制加算
（就労移行支援事業所）

○職業紹介
○求職活動支援
○求人開拓

○就職・職場定着支援
○就業に伴う生活支援
○事業主支援
○関係機関との連絡調整

等

【地域障害者職業センター】

○専門的支援
（職業評価）

○試行雇用（トライアル雇用）事業
○障害者委託訓練
○職場適応訓練（短期） 等

○障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金
○特定求職者雇用開発助成金

連
携

【不適応時】
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○ 通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般
就労に必要な知識、能力が高まった者について、一般就労への移行に
向けて支援。

○ 一定の範囲内で障害者以外の雇用が可能。

○ 多様な事業形態により、多くの就労機会を確保できるよう、障害者の
利用定員10人からの事業実施が可能。

○ 利用期間の制限なし。

○ 通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般
就労に必要な知識、能力が高まった者について、一般就労への移行に
向けて支援。

○ 一定の範囲内で障害者以外の雇用が可能。

○ 多様な事業形態により、多くの就労機会を確保できるよう、障害者の
利用定員10人からの事業実施が可能。

○ 利用期間の制限なし。

【利用者】

【サービス内容等】

① 就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかった者
② 盲・ろう・養護学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に結びつかなかった者
③ 企業等を離職した者等就労経験のある者で、現に雇用関係がない者

【報酬単価（案）】

○ サービス管理責任者

○ 職業指導員 等

→ １０：１以上

【人員配置】

○ 460単位 （定員４０人以下）○ 460単位 （定員４０人以下） ＋ ・ 就労移行支援体制加算：26単位 等

→ 一般就労へ移行した後、継続して6ヶ月以上就労している者

が、定員の５％以上いる場合

・ 就労移行支援体制加算：26単位 等

→ 一般就労へ移行した後、継続して6ヶ月以上就労している者

が、定員の５％以上いる場合

（主な加算（1日につき））

就労継続支援事業（雇用型）就労継続支援事業（雇用型）

○ 就労機会の提供を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上を図ることにより、雇用契約に基づく就労が可能
な者（利用開始時、６５歳未満の者）
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○ 通所により、就労や生産活動の機会を提供（雇用契約は結ばない）す
るとともに、一般就労に必要な知識、能力が高まった者は、一般就労等
への移行に向けて支援。

○ 平均工賃が工賃控除程度の水準（月額3,000円程度）を上回ることを
事業者指定の要件とする。

○ 事業者は、平均工賃の目標水準を設定し、実績と併せて都道府県知
事へ報告、公表。

○ 利用期間の制限なし。

○ 通所により、就労や生産活動の機会を提供（雇用契約は結ばない）す
るとともに、一般就労に必要な知識、能力が高まった者は、一般就労等
への移行に向けて支援。

○ 平均工賃が工賃控除程度の水準（月額3,000円程度）を上回ることを
事業者指定の要件とする。

○ 事業者は、平均工賃の目標水準を設定し、実績と併せて都道府県知
事へ報告、公表。

○ 利用期間の制限なし。

【利用者】

【サービス内容等】

① 企業等や就労継続支援事業（雇用型）での就労経験がある者であって、年齢や体力の面で雇用されるこ
とが困難となった者

② 就労移行支援事業を利用したが、企業等又は就労継続事業（雇用型）の雇用に結びつかなかった者
③ ①、②に該当しない者であって、５０歳に達している者、又は試行の結果、企業等の雇用、就労移行支援

事業や就労継続支援事業（雇用型）の利用が困難と判断された者

【報酬単価（案）】

○ サービス管理責任者

○ 職業指導員 等

→ １０：１以上
（生産活動支援体制強化型の場
合は、７．５：１）

【人員配置】

○ 一般型 460単位 （定員４０人以下）

○ 生産活動支援体制強化型 504単位（定員40人以下）

→ 障害基礎年金１級受給者が、利用者の５割以上である場合
（現行支援費施設から移行する場合は、２割以上（３年間の経過措置））

○ 一般型 460単位 （定員４０人以下）

○ 生産活動支援体制強化型 504単位（定員40人以下）

→ 障害基礎年金１級受給者が、利用者の５割以上である場合
（現行支援費施設から移行する場合は、２割以上（３年間の経過措置））

＋

・ 就労移行支援体制加算：13単位
→ 一般就労等へ移行した後、継続して6ヶ月以上就労して

いる者が、定員の５％以上いる場合

・ 目標工賃達成加算 ：26単位 等
→ 平均工賃が地域の最低賃金の１／３以上であり、事業者

の設定した目標水準を超える場合

・ 就労移行支援体制加算：13単位
→ 一般就労等へ移行した後、継続して6ヶ月以上就労して

いる者が、定員の５％以上いる場合

・ 目標工賃達成加算 ：26単位 等
→ 平均工賃が地域の最低賃金の１／３以上であり、事業者

の設定した目標水準を超える場合

（主な加算（1日につき））

就労継続支援事業（非雇用型）就労継続支援事業（非雇用型）

○ 就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない者や、一定年齢に達している者などであっ
て、就労の機会等を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上や維持が期待される者
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0 高
賃金（工賃）

月額3,000円

非雇用型事業者
指定要件

668円（最賃）
（月額75,000円）

授産施設平均工賃
時給139円（月額15,000円）

● ● ●

就労継続支援

（雇用型）

就労継続支援

（非雇用型）

一般企業（特例子会社等）

就労継続支援と賃金（工賃）の関係について就労継続支援と賃金（工賃）の関係について
雇
用

●

334円（最賃1/2）
（月額37,500円）

福
祉
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一般企業での
雇用を希望
する障害者

一般企業での
雇用を希望
する障害者

就職就職
継続的な
雇用の
実現

継続的な
雇用の
実現

福祉施策
(就労移行支援事業等)

職場開拓等

トライアル雇用
ジョブコーチ
委託訓練等 雇用施策

職業評価
職業相談
職場開拓等

ジョブコーチ
定着支援

定着支援

施設体系の見直しに
よる一般就労への移
行促進（障害者自立
支援法）

拡充
※ 障害者就業・生活支援センター事業

（就業と生活の両面にわたる一体的な相談・助言等）

失
業
・
離
職再チャレンジ

障害者雇用促進法改正
に併せて創設

職業紹介

※ 地域障害者就労支援事業
ハローワークが福祉施設等と連携して、個々の障害者に
応じた支援計画を策定。計画に基づく就職・職場定着支援。

障害者雇用促進法改正
による拡充

作業訓練
・基礎体力養成
・対人関係構築
・施設外授産

等

雇用と福祉の連携による就労支援雇用と福祉の連携による就労支援
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市町村、支庁
福祉事務所

就労継続支援
雇用型

職業能力開発校

相談支援事業

障害者就業・
生活支援センター

地域障害者
職業センター

就労継続支援
非雇用型

【Ｂ障害福祉圏域】

障害者雇用支援
合同会議（仮称）

市町村、支庁
福祉事務所

就労継続支援
雇用型

相談支援事業

就労継続支援
非雇用型

【Ａ障害福祉圏域】

障害者雇用支援
合同会議（仮称）

ハローワーク

就労移行支援

当該圏域に不足している事業は、
当該事業を有する近隣の圏域と連携

【Ａ県の場合】

「Ａ県障害者雇用合同部会（仮称）」を設置

企業（特例子会社等）
経営者団体

都道府県単位に設置されている
事業は、適宜各圏域の事業を
バックアップ

都道府県

都道府県・圏域における就労支援ネットワーク都道府県・圏域における就労支援ネットワーク

養護学校等 医療機関等

養護学校等
医療機関等

労働局

経営者団体

企業（特例子会社等）
経営者団体

ハローワーク
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障害福祉サービスの基盤整備について
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１．障害福祉計画について

○ 国は、「基本指針」において、障害福祉計画作成に当たって基本となる理念、サービス見込量の算定の考え方、

計画的な基盤整備を進めるための取組みなど、下記の事項について定めるものとする

・障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本事項

・市町村障害福祉計画及び都道府県障害福祉計画の作成に関する事項

・その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するために必要な事項

○ 市町村及び都道府県は、「基本指針」を踏まえ、平成23年度までの新サービス体系への移行を念頭に置きながら

数値目標を設定し、平成18年度中に平成20年度までを第1期とする障害福祉計画を策定するものとする

第１期計画期間
（１８年度中に策定）

平成１８年春 １９年度 ２０年度

国
の
基
本
指
針

※ 第１期の実績を踏まえ、

第２期計画を策定

第２期計画期間

新サービス体系への移行

障害福祉計画策定
(都道府県、市町村)

基本指針に則して、平成２３年度を目
標において、地域の実情に応じ、
サービスの数値目標を設定

・訪問系サービス

・日中活動系サービス

・居住系サービス

２１年度 ２２年度 ２３年度１８年度

障害福祉計画策定
(都道府県、市町村)

平
成

年
度
の
数
値
目
標

２３
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２．障害福祉計画の基本的理念

１．障害者の自己決定と自己選択の尊重

ノーマライゼーションの理念の下、障害の種別、程度を問わず、障害者が自らその居住する場所
を選択し、その必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、障害者の自立と社会参加
の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービスの提供基盤の整備を進めること

２．市町村を基本とする仕組みへの統一と三障害の制度の一元化

障害福祉サービスに関し、市町村を基本とする仕組みに統一するとともに、従来、身体障害、知的
障害、精神障害と障害種別ごとに分かれていた制度を一元化することにより、立ち後れている精神
障害者などに対するサービスの充実を図り、都道府県の適切な支援等を通じて地域間で大きな格
差のあるサービス水準の均てん化を図ること

３．地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス基盤の整備

障害者の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった新たな課題に対応したサービ
ス提供基盤を整えるとともに、障害者の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、身近な
地域におけるサービス拠点づくり、ＮＰＯ等によるインフォーマルサービスの提供など、地域の社会
資源を最大限に活用し、基盤整備を進めること

市町村及び都道府県は、障害者の自立と社会参加を基本とする障害者基本法の理念を踏ま
えつつ、次に掲げる点に配慮して、障害福祉計画を作成することが必要である。
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１．全国どこでも必要な訪問系サービスを保障
・立ち後れている精神障害者などに対する訪問系サービスの充実を図り、全国どこでも必要な
訪問系サービスを保障

２．希望する障害者に日中活動サービスを保障
・小規模作業所利用者の法定サービスへの移行等を推進することにより、希望する障害者に
適切な日中活動サービスを保障

３．グループホーム等の充実を図り、施設入所・入院から地域生活への移行を推進
・地域における居住の場としてのグループホーム・ケアホームの充実を図るとともに、自立訓
練事業等の推進により、施設入所・入院から地域生活への移行を進める

４．福祉施設から一般就労への移行等を推進
・就労移行支援事業等の推進により、福祉施設から一般就労への移行を進めるとともに、福
祉施設における雇用の場を拡大

障害福祉サービスの基盤整備に当たっては、障害福祉計画の基本的理念を踏まえ、下記
の点に配慮して、数値目標を設定し、計画的な整備を行うこととする

３．障害福祉サービスの基盤整備

基本的考え方
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訪問系サービスの
利用者数

日中活動系サービスの
利用者数

居住系サービスの
利用者数

［ 平成１７年度 ］ ［ 平成２３年度 ］

３０万人
４７万人

グループホーム ３万人
９万人

サービス利用者の将来見通し

（１．６倍）

９万人
１６万人

（１．８倍）

小規模作業所 ８万人

小規模作業所 １万人

施設入所者等
２２万人

１６万人

一般就労への移行者数 一般就労移行者 ０．２万人 ０．８万人

※平成１５年

福祉工場 ０．３万人
就労継続支援（雇用型）

３．６万人

２５万人 ２４万人

福祉施設における雇用
の場

△６万人

＋６万人

※ 計数については、端数処理を行っているため、積み上げと合計が一致しない場合がある



21

４．障害福祉計画に盛り込むべき就労関係の目標について

１．現在の福祉施設利用者のうち２割以上が就労移行支援事業を利用

２．福祉施設から一般就労へ移行する者について、

① 全ての者がハローワーク、障害者就業・生活支援センターによる支援を
受ける

② ３割が障害者委託訓練を受講する

③ ５割が障害者試行雇用（トライアル雇用）の開始者になる

④ ５割が職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援を受ける

ことを目標として取り組む。

障害福祉計画における「平成２３年度中に、福祉施設から一般就労に移行する者を現在の４倍以上と
する」という数値目標の達成に向けて、障害保健福祉担当部局は、都道府県の労働担当部局及び都道
府県労働局等と連携して、平成２３年度において下記の目標を達成することを目指す。
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５．障害福祉計画の目標の達成に向けて

○ 計画目標の達成に向けて、国、都道府県、市町村は、諸施策の着実な実施を図るとともに、地域全体で障
害者を支える力を高める観点から、障害者関係団体、福祉サービス事業者、保健・医療関係者、企業等の
地域ネットワーク（地域自立支援協議会等）の構築、強化を進める。

○ 特に就労支援については、福祉と雇用、教育との連携が重要であり、関係機関が一体となった総合的な取
り組みを進める。

国国

目標達成に向けたネットワークの構築目標達成に向けたネットワークの構築

啓発・広報活動
福祉教育の推進等

施設整備の支援

計
画
目
標
の
達
成

計
画
目
標
の
達
成

地域社会の連携・協力地域社会の連携・協力

障害者関係団体

NPO等民間団体

事業者団体 都道府県

市町村

保健・医療

福祉

雇用

教育

関係行政機関
養護学校等

ハローワーク

保健医療機関
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［事例１］ ・・・・・・・・・・・・・・・世田谷区

［事例２］ ・・・・・・・・・・・・・・・神奈川県

［事例３］ ・・・・・・・・・・・・・・・長野県

［事例４］ ・・・・・・・・・・・・・・・大阪市

［事例５］ ・・・・・・・・・・・・・・・浜田市

就労支援の取組事例
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雇用・就業に関わる地域支援ネットワーク（世田谷モデル）

○ 商工会議所・青年会議所・養護学校・区の4者で「障害者雇用促進協議会」を設立し、障害者雇用促進のため の啓発活動（事業

所見学、就労関係勉強会、各種イベントの開催）を実施し、高い就労率を実現。

商工会議所

養護学校青年会議所

障害者雇用促進協議会

世田谷区

【地域の資源】

○商店街連合会
○工業振興会
○一般企業
○福祉施設
○障害者団体
○ハローワーク
○職業センター 等

保護的就労
・社会福祉協議会
・社会福祉事業団

・サービス公社

有機的な連携

・知的障害者就労支援
センター「すきっぷ」

・知的障害者通所授産施設
砧工房分場
「キタミクリーンファーム」

・精神障害者通所授産施設
「パイ焼き窯」

・就労障害者生活支援センター
「クローバー」

・ 〃 分室「祖師谷」（仮称）

・精神障害者就労支援
センター「しごとねっと」

・障害者就業・生活支援
センター（国事業）

連
携

連
携

連
携

［事例１］ 就労支援の取り組み（世田谷区の就労支援NWの例）
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相
談
・活
動

参
加

就労支援

世田谷区障害者就労支援ネットワーク

授産施設・共同作業所
○受注開発
○自主生産品の製造 等

授産施設・共同作業所
○受注開発
○自主生産品の製造 等

福 祉 的 就 労 支 援

「障害者支援情報
センター（HASIC）」
作業仲介100件（16年度）

保健福祉センター

精神障害者就労支援センター「し
ごとねっと」
○就労相談・求職活動・職場定着支援

就労者数33名（17年3月現在累計）

【障害者就業・生活支援センター】
就労者数42名（16年度）（国事業）

就 労 相 談 支 援

就 労 移 行 支 援

企 業

一般就労

就労支援

知的障害者通所授産施設
「すきっぷ」

【通所者支援】
就労者数97名（17年3月現在累計）

知的障害者通所授産施設
「すきっぷ」

【通所者支援】
就労者数97名（17年3月現在累計）

知的障害者通所授産施設「すきっぷ」【通
所者以外の支援】
○就労相談等

就労者数31名 （17年3月現在累計）

知的障害者通所授産施設「すきっぷ」【通
所者以外の支援】
○就労相談等

就労者数31名 （17年3月現在累計）

就
労

支
援

【保護的就労】
※世田谷区社協・サービス公社・社会

福祉事業団が喫茶・清掃等の業務で
18か所において就労

就労者数115名（17年3月現在）

【保護的就労】
※世田谷区社協・サービス公社・社会

福祉事業団が喫茶・清掃等の業務で
18か所において就労

就労者数115名（17年3月現在）

精神障害者通所授産施設
「パイ焼き窯」

○短期訓練（現状評価・訓練）

訓練者数12名（17年3月現在累計）

○精神障害者自立支援型就労育成モ
デル事業

生 活 支 援

就労障害者生活支援センター「ク
ローバー」
一般就労している障害者の安定した就
労生活支援のため、職業生活における
相談・面接等を実施

就労障害者生活支援センター「祖
師谷」（仮称）
就労障害者の活動拠点

連携

連携

「障害者雇用促進協議会」
商工会議所・青年会議所・養護学校・区の4
者で設立。企業等に対し障害者雇用促進
のための啓発活動を実施
○事業所見学
○就労関係勉強会
○雇用促進イベントの開催 等

普
及

啓
発知的障害者授産施設分場

「キタミクリーンファーム」
就労対象者13名（17年3月現在累計）

知的障害者授産施設分場
「キタミクリーンファーム」

就労対象者13名（17年3月現在累計）

斡旋・紹介

連
携

連携

連
携

連
携
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就労支援

就労支援

NPO法人障害者雇用部会（神奈川県）を中心とした就労ネットワーク

特例子会社23社
（県内16社）

特例子会社23社
（県内16社）

就労援助センター
（県内11か所）
就労に関し継続的なフォ
ローを必要とする障害者を
対象に、職業内容に応じた
就労の場の確保と職場定
着を支援

就労援助センター
（県内11か所）
就労に関し継続的なフォ
ローを必要とする障害者を
対象に、職業内容に応じた
就労の場の確保と職場定
着を支援

一般企業一般企業

【支援ネットワーク】

○月例会の開催（県内130名程度が参加）
（1/3企業、1/3福祉、1/3教育関係）

○企業対象セミナーの開催
○企業見学会
○特例子会社設立支援
○企業開拓
○養護学校等における講演会 等

福祉施設福祉施設

行政機関行政機関

委託訓練の実施委託訓練の実施
企 業 等

就 労

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
の
実
施

ハローワーク
ハローワーク

能力開発校
能力開発校

委託訓練利
用申込

【育成支援】

○仕事・雇用側

ニーズ・実習の

場の提供、評価

委託訓練後就労者45名

教育関係・養護学校教育関係・養護学校

障害者雇用部会が雇用し、
行政機関で就労を実施
【主な作業内容】
印刷・製本、郵便管理等
社員4名、実習生（雇用前）3名

障害者雇用部会が雇用し、
行政機関で就労を実施
【主な作業内容】
印刷・製本、郵便管理等
社員4名、実習生（雇用前）3名

行政機関 雇
用就

労

ＮＰＯ法人 障害者雇用部会ＮＰＯ法人 障害者雇用部会

就労者1,192名
（うち特例子会社452名）

（17年3月末累計）

コーディネート

マッチング

［事例２］ 就労支援の取り組み（神奈川県の就労支援NWの例）

○ 障害者の雇用促進を図るため、ＮＰＯ法人を設立し、就労を希望する障害者と委託訓練先の企業とのマッチングや、支援ネット

ワークを活用した就労支援により多くの就労を実現。
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受講 就  職 

長野県における就労支援ネットワークの概要 

 
 

 

就       職 

受
講
申
込 

ハローワーク 

障害者職業訓練コーディネーター 
 
【拠点校（長野、松本）に配置】 

 
 
  

委託訓練の実施 

○訓練コース 
①知識・技能習得コース 
②実践能力習得訓練コース 

 
【委託先】 
企業、社会福祉法人、 
ＮＰＯ法人、民間教育機関等

地方事務所（10 カ所） 
求人開拓員（10 人） 

障害者総合支援センター（10 圏域） 
・保健・福祉サービス利用の援助、調整 

・地域における生活全般に関する相談支援 

・就業に関する相談支援等 
・就業支援ワーカー（11 人） 
 就職及び職場定着支援に係る相談支援やハロ

ーワーク、求人開拓員との連絡調整等 

・生活支援ワーカー（14 人） 
・障害別コーディネーター（43 人） 

連
携 

障 

害 
者 

連 
 

携 企 
 
 
 

業 
 
 

等 

求人情報の収集、求職者情報の提供

・障害者雇用についての相談 
・職場定着支援等 

相談支援

等 

求職 
登録 

受講 
あっせん 

委託契約 
訓練のサポート、調整 

連携・協力

求人、求職

情報のや

りとり 
 

・就労に関す 

る相談 

・就職準備支援

・企業面接同行

・職場定着支援

職場訓練の 
調整など 

相談・支援 

ケース会議等 

受託先開拓 

訓練コーディネート 

 障害者職業訓練コーディネーターを中心として、県内 10 カ所の福祉圏域ごとに設置された障害者総合支援センターやハローワーク

との障害者の就職に至るまでの連携・協力のネットワークを構築。 

［事例３］

就労支援の取り組み（長野県の就労支援NWの例）
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［事例４］
就労支援の取り組み（大阪市の就労支援NWの例）

事業所

　一般就労

ハローワーク

・ 職業相談
・ 求職登録
・ 受講指示

大阪市職業リハビリテーションセンター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔職業能力開発施設〕
　・ 職業訓練（情報処理、製造）
　・ ｅラーニングによる遠隔教育訓練
　・ 知的障害者の情報処理訓練
　・ 障害者委託訓練　　・ バーチャル工房支援事業

○　障害者職業能力開発施設と障害者就業・生活支援センターを中心とするネットワーク（Ｖ－ＳＩＥＮ）と、労使団体、事業
　主等が中心となるＮＰＯ法人のネットワーク（ＮＰＯ法人大阪障害者雇用支援ネットワーク）が相互に連携。

V－SIEN

連合大阪

大阪市障害者就業・生活支援センター

・ 求職活動支援
・ 職場実習のあっせん
・ 職場定着支援
・ 事業所支援
・ 日常生活・社会生活支援
・ 地域生活支援
・ 関係機関との連絡調整

NPO法人大阪障害者
雇用支援ネットワーク

・ 中央センター／総合相談室
・ 南部地域就労支援センター
・ 南西部地域就労支援センター
・ 西部地域就労支援センター
・ 淀川地域就労支援センター
・ 北部地域就労支援センター
・ 南部地域就労支援センター西成分室

関西経協

大阪市職業指導センター　　　　　〔職業能力開発施設〕

・ 職業訓練（紙器加工、園芸）
・ ホームヘルパー養成

・求人開拓
・職業紹介
（ﾄﾗｲｱﾙ雇用）

大阪市就業支援機関

地域障害者職業センター福祉施設・作業所

養護学校等

行政機関

連携連携連携

連携

〔同一の社会福祉法人が運営〕

・ 障害者のインターンシップ事業
・ 労使合同雇用フォーラム、広報啓発
・ 企業顕彰制度の実施
・ 事業所相互の情報交換、交流会
・ 特例子会社設立支援
・ 市民参画事業（就労支援ボランティア
　養成・派遣、市民カフェ）　　　等

地域住民

参画
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［事例５］
就労支援の取り組み（浜田市の就労支援NWの例）

自宅
単身生活

○　一つの社会福祉法人が、一般就労に向けた就労支援を行う施設（授産施設等）及び生活支援を行う施設（グループホーム等）
　の双方を運営するとともに、障害者就業・生活支援センターを運営し、地域における就業面及び生活面の一体的な支援を実施。

（社福）いわみ福祉会

事業所

一般就労

就労支援

　　　　くわの木＆あゆみ
　　　　くわの木＆あゆみ分場
　　　　杉の子作業所　　　　　　　　　　　　　　〔通所授産施設〕

　　　　　　・　一般就労を目指した通過施設として作業訓練を実施

　自立訓練センター桑の実工房
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　〔独自運営施設〕

・ 一般就労へ移行させるための職業リハビリテーション
　施設として障害種別を問わず受け入れ。
・ 離職した障害者も受け入れ、再就職を支援。

　　　　　　　　　　　島根西部障害者就業・生活支援センター「レント」

　　　　　　　　　・ 求職活動支援、職場実習支援
　　　　　　　　　・ 就労継続支援（関係機関と合同の職場訪問）
　　　　　　　　　・ 地域生活支援（グループホーム、単身生活者）
　　　　　　　　　・ 本人活動支援（余暇活動、交流会）
　　　　　　　　　・ 雇用支援者（ボランティア）の養成、啓発

生活支援

福祉ホーム
〔１カ所〕

生活ホーム
〔４カ所〕

浜田圏域障害者生活支援センター

〔地域生活支援センター〕
〔地域療育等支援事業〕

〔知的・身体・児童居宅介護事業〕

グループホーム
〔９カ所〕

入所更生施設
〔１カ所〕

通所更生施設
〔１カ所〕

事業所

一般就労

事業所

一般就労

委託
訓練

支援

地域生活移行 養護学校

個別 　進路相談

地域住民

ボランティア
養成、参画

社会福祉協議会

商工会議所
連携

地域
生活支援

行政機関連携

地域生活
移行

本格的な
就労訓練

支援

ジョブコーチ
支援

支援

支援

ハローワーク

・ 求職登録
・ 職業相談
・ 職業紹介
・ 求人開拓　

地域障害者
就労支援事業

トライアル
雇用


